
第97回定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

連結計算書類の連結注記表
計算書類の個別注記表

（2019年４月１日から2020年３月31日まで）

上記の事項につきましては、法令および定款第16条の規定に基づき、インターネ
ット上の当社ウェブサイト（https://www.fnsugar.co.jp/）に掲載することによ
り株主の皆様に提供しております。
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連結注記表
Ⅰ 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数 ６社

協立食品㈱
ユニテックフーズ㈱
Fuji Nihon Thai Inulin Co.,Ltd.
DAY PLUS（THAILAND）Co.,Ltd.
FUJI NIHON（Thailand）Co.,Ltd.
UNITEC FOODS KOREA Co.,Ltd.

２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用関連会社の数 ３社

太平洋製糖㈱
マ・マーマカロニ㈱
南栄糖業㈱

（2）持分法適用会社の事業年度に関する事項
持分法適用会社のうち、南栄糖業㈱の決算日は６月30日であります。連結計算書

類の作成にあたっては、12月31日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用し
ており、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っ
ております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、DAY PLUS（THAILAND）Co.,Ltd.及びFUJI NIHON（Thailand）

Co.,Ltd.の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては同日現在
の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な差異については連結上必要な調
整を行っております。なお、その他連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しており
ます。

４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券
その他有価証券
時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により
処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。
時価のないもの
移動平均法による原価法によっております。
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② たな卸資産
商 品 主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下による簿価切下げの方法）によっております。
製品、仕掛品、原材料 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法)によっております。
貯 蔵 品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）によっております。
③ デリバティブ

時価法によっております。
（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

当社及び国内連結子会社は、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設
備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい
ては定額法、その他の有形固定資産については定率法によっております。
また、在外連結子会社については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
建物及び構築物 13～50年
機械装置及び運搬具 ８～10年

② 無形固定資産
定額法によっております。
なお、主な耐用年数は、自社利用のソフトウェア５年であります。

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額
を計上しております。

② 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、賞与支給見込額の当連結会計

年度負担額を計上しております。
（4）退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に
帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌
連結会計年度より損益処理することとしております。
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（5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、各社決算日
の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算
し、換算差額は純資産の部における「為替換算調整勘定」及び「非支配株主持分」に
含めております。

（6）重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。
なお、振当処理の要件を満たしている為替予約等については振当処理により、特

例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ．ヘッジ手段…為替予約取引
ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務

ｂ．ヘッジ手段…金利スワップ取引
ヘッジ対象…借入金の利息

③ ヘッジ方針
主として原料糖の輸入取引に係る為替変動リスクを回避するために、外貨建金銭

債権債務の残高の範囲内で、また、借入金の金利変動リスクを回避するために借入
金残高の範囲内で、それぞれヘッジ取引を行っております。
また、デリバティブ取引の利用にあたっては、当社デリバティブ管理規程に従い

行っております。
なお、投機目的のためのデリバティブ取引は行わない方針であります。

④ ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ有効性の判定は、原則としてヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間

において、ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段
の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎
として判断しております。
なお、金利スワップの特例処理の要件を満たしているものについては、その判定

をもって有効性の評価を省略しております。
（7）のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、その効果の発現する期間を見積もり、合理的な年数で均
等償却しております。

（8）消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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（会計方針の変更）
（ＩＦＲＳ 第16号「リース」）

国際財務報告基準を適用している子会社は、当連結会計年度より、国際財務報告基準第
16号「リース」（以下、「IFRS第16号」という。）を適用しております。これにより、リー
スの借手は、原則としてすべてのリースを貸借対照表に資産及び負債として計上すること
としました。IFRS第16号の適用については、経過的な取扱いに従っており、会計方針の
変更による累積的影響額を当連結会計年度の期首の利益剰余金に計上しております。
この結果、当連結会計年度における連結貸借対照表は、「有形固定資産」が519千円増

加し、流動負債の「その他」が19,966千円及び固定負債の「その他」が40,642千円増加
しております。
当連結会計年度の連結損益計算書及び１株当たり情報に与える影響は軽微であります。
当連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、連結株主資本

等変動計算書の利益剰余金の期首残高が68,350千円減少しております。

（会計上の見積りの変更）
　 当社が保有する建物、構築物等は、2020年9月に本社建替及び移転を予定していること

から、当連結会計年度において、耐用年数を短縮し、将来にわたり変更しております。
　 これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調
　 整前当期純利益は、それぞれ12,503千円減少しております。
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Ⅱ 連結貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産及びこれに対応する債務

借主に対する敷金返還義務
担保に供している資産………土地 145,995千円
対応債務………………………預り保証金 57,980千円

なお、上記預り保証金は、固定負債の「その他」に含
まれております。

２．有形固定資産の減価償却累計額 3,694,549千円
３．偶発債務

債務保証
次の関係会社について、金融機関からの借入れに対し債務保証を行っております。
太平洋製糖㈱ 337,500千円

Ⅲ 連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度の末日における発行済株式総数

普通株式 29,748,200株
２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の
種類

配当の
原資

配当金の
総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2019年５月20日
取締役会 普通株式 利益剰余金 295,374 11.00 2019年３月31日 2019年６月４日

３．当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の
種類

配当の
原資

配当金の
総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2020年５月20日
取締役会 普通株式 利益剰余金 295,373 11.00 2020年３月31日 2020年６月８日
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Ⅳ 金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については一時的な余資を安全性の高い金融資産で行
い、また、資金調達については必要な資金を銀行借入による方針であります。
デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取

引は行わない方針であります。
（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当
該リスクに関しては、当社及び連結子会社の与信管理規程に従い、取引先ごとの期日
管理及び残高管理を行うとともに、取引先の信用状況を１年ごとに把握する体制とし
ております。
有価証券及び投資有価証券は、主に業務上の関係を有する会社の株式であり、市場

価格の変動リスク及び投資先の信用リスクに晒されておりますが、当社の取締役会に
時価や投資先の財務状況等を定期的に報告しております。
長期貸付金は、主に当社が関係会社に対し行っているものであり、当社の取締役が

当該関係会社の取締役会にて定期的な業務遂行報告を受けております。
営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日でありますが、その一部は原料糖の

輸入に伴う為替変動リスクに晒されており、当該リスクをヘッジするために為替予約
取引を行っております。
短期借入金は、主に運転資金に係る資金調達であります。また、長期借入金は、主

にＭ＆Ａ及び設備投資に必要な資金の調達を目的にしたものであります。長期借入金
の一部において、支払金利の変動リスクに晒されていますが、金融機関とのデリバテ
ィブ取引（金利スワップ取引）にてヘッジしております。
デリバティブ取引の執行及び管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた

社内規程に従い、担当部門が行っております。また、定期的に取締役会に状況報告が
なされております。
なお、ヘッジ会計の方法等については「Ⅰ 連結計算書類作成のための基本となる

重要な事項 ４．会計方針に関する事項（6）重要なヘッジ会計の方法」を参照くだ
さい。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り
込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動すること
があります。また、「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取
引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク
を示すものではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2020年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこ

れらの差額については次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難
と認められるものは、次表には含まれておりません（（注２）を参照ください。）。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計上額 時 価 差 額

（1）現金及び預金 2,638,735 2,638,735 ―
（2）受取手形及び売掛金 2,569,323 2,569,323 ―
（3）有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 4,699,485 4,699,485 ―
（4）長期貸付金（※１） 2,991,536 2,992,962 1,425

資産計 12,899,081 12,900,506 1,425
（1）買掛金 977,866 977,866 ―
（2）短期借入金 1,144,583 1,144,583 ―
（3）未払法人税等 96,424 96,424 ―
（4）未払消費税等 17,691 17,691 ―
（5）長期借入金（※２） 466,265 466,217 △47

負債計 2,702,831 2,702,783 △47
（※１）長期貸付金には、１年以内返済予定長期貸付金892,100千円（連結貸借対照表計

上額）が含まれております。
（※２）長期借入金には、１年以内返済予定長期借入金171,406千円（連結貸借対照表計

上額）が含まれております。
（注１）金融資産の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資 産
（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該
帳簿価額によっております。
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（3）有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券等は金融機関から
提示された価格によっております。また、その他有価証券の種類ごとの取得原価
等、連結貸借対照表計上額及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

種 類 連結貸借対照表
計上額 取得原価 差 額

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの

（1）株式 4,146,015 1,926,430 2,219,585
（2）債券 ― ― ―
（3）その他 ― ― ―
小 計 4,146,015 1,926,430 2,219,585

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの

（1）株式 253,469 281,403 △27,934
（2）債券 ― ― ―
（3）その他 300,000 300,000 ―
小 計 553,469 581,403 △27,934

合 計 4,699,485 2,507,833 2,191,651
（※１）その他有価証券の当連結会計年度の売却の金額は84,896千円、売却益は12千円、

売却損は15,341千円であります。
（※２）取得原価は減損処理後の帳簿価額によっております。減損処理にあたっては、連結

会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、全て減損
処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と
認められた額について減損処理を行うこととしております。

（4）長期貸付金
長期貸付金の時価の算定については、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用
リスク区分ごとに、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等の適切な指標に
信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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負 債
（1）買掛金、（2）短期借入金、（3）未払法人税等、（4）未払消費税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該
帳簿価額によっております。

（5）長期借入金
長期借入金の時価の算定については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場
合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による
長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一
体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理
的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。

デリバティブ取引
① ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
該当事項はありません。

② ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
金利関係 （単位：千円）

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ取引
の種類等

主なヘッジ
対象

契約額等 時 価 当該時価の
算定方法うち１年超

特例処理 金利スワップ取引
支払固定・受取変動 長期借入金 150,000 150,000 （※）

（※） 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体と
して処理されるため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しておりま
す。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：千円）

区 分 連結貸借対照表計上額
その他有価証券
非上場株式 45,361
関連会社株式 1,860,184
（※１）これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ･フローを見積るには

過大なコストを要すると見込まれます。したがって、時価を把握することが極めて
困難と認められることから時価開示の対象とはしておりません。

（※２）連結貸借対照表計上額は減損処理後の帳簿価額によっております。時価を把握する
ことが極めて困難と認められる株式の減損処理にあたっては、当該株式の実質価額
が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認
められた額について減損処理を行うこととしております。

― 9 ―

2020年05月29日 17時49分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



（注３）金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：千円）

区 分 １年以内 １年超５年以内
現金及び預金 2,638,735 ―
受取手形及び売掛金 2,569,323 ―
有価証券
その他有価証券(その他) 300,000 ―
長期貸付金 892,100 2,099,436

合 計 6,400,159 2,099,436
（注４）長期借入金の決算日後の返済予定額

（単位：千円）
１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ５年超
171,406 70,000 150,000 ― 74,859

Ⅴ 賃貸等不動産に関する注記
１．賃貸等不動産の概要

当社グループでは、東京都その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として
賃貸用のオフィスビルや住宅、事業用の土地を所有しております。

２．賃貸等不動産に関する連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価
（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 連結決算日に
おける時価期首残高 当期増減額 期末残高

賃貸等不動産 1,794,576 △12,797 1,781,779 8,079,320
（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注２）賃貸等不動産の増減額は、減価償却費による減少額12,797千円であります。
（注３）時価の算定方法は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書の鑑定評価額によって

おります。ただし、第三者からの取得時や直近評価時点から、一定の評価額や適切に市
場価格を反映していると考えらえる指標に重要な変動が生じていない場合には、当該評
価額や指標を用いて調整した金額によっております。

３．賃貸等不動産に関する当連結会計年度の損益
（単位：千円）

賃貸収益 賃貸費用 差 額
賃貸等不動産 600,568 △69,809 530,758
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Ⅵ １株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 631.77円
２．１株当たり当期純利益 44.58円

（注） 連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び注記事項の記載金額
は表示単位未満を切り捨てております。
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個別注記表
Ⅰ 重要な会計方針に係る事項
１．有価証券の評価基準及び評価方法
（1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。
（2）その他有価証券

時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。

時価のないもの
移動平均法による原価法によっております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法
（1）商品、製品、仕掛品、原材料 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下による簿価切下げの方法）によっておりま
す。

（2）貯蔵品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性
の低下による簿価切下げの方法）によっておりま
す。

３．デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法によっております。

４．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産 1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並び

に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい
ては定額法、その他の有形固定資産については定率法によっており
ます。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 13～50年
機械装置 ８～10年

（2）無形固定資産 定額法によっております。
なお、主な耐用年数は自社利用のソフトウェア５年であります。

５．引当金の計上基準
（1）貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞 与 引 当 金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、賞与支給見込額
の当事業年度負担額を計上しております。
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（3）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
①退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末ま
での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によって
おります。
②数理計算上の差異の処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按
分した額をそれぞれ発生の翌事業年度より損益処理することとし
ております。

（4）債務保証損失引当金 子会社への債務保証に係る損失に備えるため、子会社の財政状態等
を勘案し、損失負担見込額を計上しております。

６．ヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。
なお、振当処理の要件を満たしている為替予約等については振当処理により、特例
処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっております。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象
ａ．ヘッジ手段…為替予約取引
ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務

ｂ．ヘッジ手段…金利スワップ取引
ヘッジ対象…借入金の利息

（3）ヘッジ方針
主として原料糖の輸入取引に係る為替変動リスクを回避するために、外貨建金銭債
権債務の残高の範囲内で、また、借入金の金利変動リスクを回避するために、借入
金残高の範囲内で、それぞれヘッジ取引を行っております。
また、デリバティブ取引の利用にあたっては、当社のデリバティブ管理規程に従い
行っております。
なお、投機目的のためのデリバティブ取引は行わない方針であります。

（4）ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ有効性の判定は、原則としてヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間に
おいて、ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の
相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎と
して判断しております。
なお、金利スワップの特例処理の要件を満たしているものについては、その判定を
もって有効性の評価を省略しております。

― 13 ―

2020年05月29日 17時49分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



７．退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類における

これらの会計処理の方法と異なっております。
８．消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

（会計上の見積りの変更）
当社が保有する建物、構築物等は、2020年9月に本社建替及び移転を予定していることから、
当事業年度において、本社建替及び移転に伴い利用不能となる資産について、耐用年数を短縮
し、将来にわたり変更しております。
これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益
は、それぞれ12,503千円減少しております。

Ⅱ 貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産及びこれに対応する債務

借主に対する敷金返還義務
担保に供している資産………土地 145,995千円
対応債務………………………預り保証金 57,980千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 2,668,814千円
３．偶発債務

債務保証
（1）次の関係会社について、金融機関からの借入れに対し債務保証を行っております。

なお、Fuji Nihon Thai Inulin Co.,Ltd.及びDAY PLUS（THAILAND）Co.,Ltd.の
金額は債務保証損失引当金を控除しております。
Fuji Nihon Thai Inulin Co.,Ltd. 187,890千円（56,254千バーツ）
DAY PLUS（THAILAND）Co.,Ltd. －
FUJI NIHON（Thailand）Co.,Ltd. 25,593千円（7,662千バーツ）
太平洋製糖㈱ 337,500千円

4. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 2,103,838千円
長期金銭債権 2,936,762千円
短期金銭債務 276,728千円
長期金銭債務 1,300千円
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Ⅲ 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
（1）営業取引

売 上 高 10,281,542千円
仕 入 高 等 4,482,890千円

（2）営業取引以外 125,438千円

Ⅳ 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末日における自己株式の種類及び株式数 普通株式 2,896,020株
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Ⅴ 税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
賞与引当金否認額 19,343千円
未払事業税否認額 7,075千円
たな卸資産評価損否認額 3,275千円
貸倒引当金損金算入限度超過額 377,811千円
投資有価証券評価損否認額 11,180千円
関係会社株式評価損否認額 362,662千円
減損損失否認額 33,608千円
資産除去債務否認額 5,534千円
債務保証損失引当金否認額 74,206千円
その他 66,182千円
繰延税金資産小計 960,882千円
評価性引当額 △856,975千円
繰延税金資産合計 103,906千円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 665,859千円
その他 19,717千円
繰延税金負債合計 685,577千円
繰延税金負債の純額 581,670千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項
目別の内訳
法定実効税率 30.6％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.8％
試験研究費に係る税額控除 △0.9％
住民税均等割 0.1％
評価性引当額の減少 △2.9％
その他 △0.4％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 25.1％
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Ⅵ 関連当事者との取引に関する注記
１．親会社及び法人主要株主等

種 類 会社等の名称
議決権等の
被所有割合
（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科 目 期末残高
（千円）

その他の
関係会社 双日㈱

（被所有）
直接 30.4
間接 1.6

当社の販売代理店
原料糖の仕入先
役員の受入

製品及び商品
の販売 8,120,719 売掛金 797,570

原料糖の購入 1,884,380 買掛金 20,797
販売手数料等 341,717 未払費用 101,146

（注）１ 取引金額には消費税等を含んでおりませんが、期末残高には消費税等を含んでおりま
す。

２ 取引条件ないし取引条件の決定方針等
① 製品及び商品の販売に係る価格その他の取引条件は、他の代理店と同様の条件によ
っております。

② 原料糖の購入については、国内及び海外の粗糖定期相場に基づいてその価格を決定
しております。

③ 販売手数料等の取引条件は、他の代理店と同様の条件によっております。
２．子会社等

種 類 会社等の名称
議決権等の
所有割合
（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科 目 期末残高
（千円）

子会社 協立食品㈱ （所有）
直接100.0

当社の販売代理店
原料糖の仕入先
役員の兼任

製品及び商品
の販売 2,049,110 売掛金 340,944

子会社
Fuji Nihon
Thai Inulin
Co.,Ltd.

（所有）
直接100.0

機能性商品の仕入先
機能性原材料の販売
資金の援助
債務保証
役員の兼任

資金貸付 106,500
長期貸付金 751,500

債務保証 368,606

子会社
DAY PLUS
（THAILAND）
Co.,Ltd.

（所有）
直接80.1

資金の援助
債務保証
役員の兼任

債務保証 61,790 長期貸付金 356,938

関連会社 太平洋製糖㈱ （所有）
直接33.3

精製糖の加工委託
資金の援助
債務保証
役員の兼任

資金貸付 960,000 短期貸付金 892,100
資金回収 905,200 長期貸付金 1,757,700
債務保証 337,500

委託加工費等 1,304,202 買掛金 217
未払費用 124,981
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（注）１ 取引金額には消費税等を含んでおりませんが、期末残高には消費税等を含んでおりま
す。

２ 債務保証は、子会社の取引先への仕入債務、子会社及び関連会社の金融機関からの借
入れに対するものであります。

３ Fuji Nihon Thai Inulin Co.,Ltd.及びDAY PLUS（THAILAND）Co.,Ltd.に対する
貸付金等に対し、貸倒引当金1,157,968千円、また、債務保証に対し、債務保証損失
引当金242,505千円を計上しております。なお、当事業年度において貸倒引当金繰
入額46,971千円及び債務保証損失引当金戻入益149,908千円を計上しております。

４ 取引条件ないし取引条件の決定方針等
① 協立食品㈱に対する製品及び商品の販売に係る価格その他の取引条件は、他の代理
店と同様の条件によっております。

② Fuji Nihon Thai Inulin Co.,Ltd.に対する債務保証については、年率0.3％の保証
料を受領しております。

③ 太平洋製糖㈱に対する債務保証については、保証料を受領しておりません。
④ 太平洋製糖㈱に対する貸付金については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定
しており、返済条件は期間５年、半年賦返済としております。

⑤ 太平洋製糖㈱に対する委託加工費等については、他の委託先と同様の条件によって
おります。

Ⅶ １株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 578.67円
２．１株当たり当期純利益 40.71円

（注） 貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び注記事項の記載金額は表示単位未
満を切り捨てております。
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